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１　決算総括

一般会計

（単位：千円）

金　　額

1,093,840,000

（①） 1,571,216,317

（②） 1,348,528,054 85.8% （②/①）

（③） 1,319,832,930 84.0% （③/①）

（④=②-③） 28,695,124

継続費逓次繰越額 0

繰越明許費繰越額 13,651,133

事故繰越繰越額 1,335,451

　計 （⑤） 14,986,584

（⑥=④-⑤） 13,708,540

0

（⑦） 21,408,165

（⑧=⑥-⑦） △ 7,699,625

特別会計

（単位：千円）

金　　額

526,182,827

（①） 548,882,949

（②） 552,843,707 100.7% （②/①）

（③） 535,807,094 97.6% （③/①）

（④=②-③） 17,036,613

継続費逓次繰越額 0

繰越明許費繰越額 136,900

事故繰越繰越額 0

　計 （⑤） 136,900

（⑥=④-⑤） 16,899,713

0

（⑦） 20,742,260

（⑧=⑥-⑦） △ 3,842,547

※　四捨五入の関係で，内訳の積み上げと合計が一致しない場合がある。（以下同じ）

前年度実質収支額

単年度収支額

実質収支額

実質収支額のうち基金繰入額

歳入決算額

歳出決算額

歳入歳出差引額

越
す
べ
き
財
源

翌
年
度
へ
繰
り

予算現額に対する比率

予算現額

区　　分

区　　分 予算現額に対する比率

当初予算額

越
す
べ
き
財
源

翌
年
度
へ
繰
り

当初予算額

前年度実質収支額

単年度収支額

予算現額

歳入決算額

歳出決算額

歳入歳出差引額

実質収支額

実質収支額のうち基金繰入額
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２　決算概要

（１）　一般会計の決算

ア　予算額と決算額

　　　○　令和３年度は，歳入･歳出決算額とも前年度決算額を上回った。
（単位：千円，％）

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度

977,930,000 953,890,000 1,055,100,000 1,090,500,000 1,093,840,000

( △ 2.8) ( △ 2.5) ( 10.6) ( 3.4) ( 0.3)

985,801,163 1,133,681,291 1,162,518,686 1,378,314,340 1,571,216,317

( △ 2.2) ( 15.0) ( 2.5) ( 18.6) ( 14.0)

947,219,216 966,619,266 1,012,532,962 1,203,465,099 1,348,528,054

( △ 3.1) ( 2.0) ( 4.7) ( 18.9) ( 12.1)

941,459,876 951,085,689 993,750,903 1,170,473,507 1,319,832,930

( △ 3.1) ( 1.0) ( 4.5) ( 17.8) ( 12.8)

（注）（　　）内数値は，前年度に対する伸び率を示す。

イ　実質収支額と単年度収支額

　　　○　単年度収支額が，２年ぶりに赤字となった。

（単位：千円）

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度

歳 入 歳 出 差 引 額 ① 5,759,340 15,533,577 18,782,059 32,991,592 28,695,124

翌 年 度 繰 越 財 源 ② 4,204,946 11,011,267 14,425,221 11,583,427 14,986,584

実 質 収 支 額 ③=①-② 1,554,394 4,522,310 4,356,838 21,408,165 13,708,540

前 年 度 実 質 収 支 額 ④ 2,375,508 1,554,394 4,522,310 4,356,838 21,408,165

単 年 度 収 支 額 ⑤=③-④ △ 821,114 2,967,916 △ 165,472 17,051,327 △ 7,699,625

予 算 現 額

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

当 初 予 算 額

800,000,000

900,000,000

1,000,000,000

1,100,000,000

1,200,000,000

1,300,000,000

1,400,000,000

1,500,000,000

1,600,000,000

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度

（千円）
＜図：１＞ 予算額と決算額

当初予算額

予算現額

歳入決算額

歳出決算額

-8,000,000

-4,000,000

0

4,000,000

8,000,000

12,000,000

16,000,000

20,000,000

24,000,000

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度

（千円）
＜図：２＞ 実質収支額と単年度収支額

実質収支額

単年度収支額
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 ウ　歳入決算の状況

（ア）　財源科目別決算額

　　 　　　歳入全体で，対前年度比112.1％に増加した。

○　県税は，米中貿易摩擦や新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響で

　大きく減少した前年度からの反動などにより，対前年度比103.0％に増加した。

○　地方消費税清算金は，清算の対象期間における全国の地方消費税の税収増などにより，

　対前年度比109.0％に増加した。

○　財産収入は，県有地信託事業の終了に伴う減などにより，対前年度比46.1％に減少した。

○　地方交付税は，普通交付税の増などにより，対前年度比121.1％に増加した。

○　国庫支出金は，新型コロナウイルス感染症に係る国からの交付金増などにより，

　対前年度比135.0％に増加した。

○　県債は，減収補填債の発行額の皆減などにより，対前年度比94.6％に減少した。

（単位：千円）

対前年度比

県 税 327,652,178 337,499,388 9,847,210 103.0%

地 方 消 費 税 清 算 金 122,656,788 133,750,334 11,093,546 109.0%

分 担 金 及 び 負 担 金 4,292,999 3,808,944 △ 484,055 88.7%

使 用 料 及 び 手 数 料 9,799,172 9,698,404 △ 100,768 99.0%

財 産 収 入 11,908,928 5,489,163 △ 6,419,765 46.1%

寄 附 金 721,138 195,967 △ 525,171 27.2%

繰 入 金 12,980,860 15,437,971 2,457,111 118.9%

繰 越 金 18,782,059 32,991,591 14,209,532 175.7%

諸 収 入 96,523,139 97,504,838 981,699 101.0%

（ 小 計 ） 605,317,261 636,376,600 31,059,339 105.1%

地 方 譲 与 税 43,796,094 48,535,633 4,739,539 110.8%

地 方 特 例 交 付 金 1,799,934 1,710,616 △ 89,318 95.0%

地 方 交 付 税 177,413,608 214,837,116 37,423,508 121.1%

交通安全対策特別交付金 521,644 484,541 △ 37,103 92.9%

国 庫 支 出 金 228,117,712 308,050,433 79,932,721 135.0%

県 債 146,498,846 138,533,115 △ 7,965,731 94.6%

（ 小 計 ） 598,147,838 712,151,454 114,003,616 119.1%

1,203,465,099 1,348,528,054 145,062,955 112.1%

差引額

一 般 会 計 歳 入 合 計

依
存
財
源

２年度 ３年度

自
主
財
源
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52.8%49.7%46.4%45.4%43.5%

47.2%50.3%53.6%54.6%56.5%
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＜図：３＞ 自主財源と依存財源の割合

自主財源 依存財源
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19.0%

11.6%

9.8%9.9%
10.3%

12.2%

12.9%11.8%
10.6%

25.0%

27.2%

32.2%

34.5%

36.5%
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35%

40%

３年度２年度元年度３０年度２９年度

＜図：４＞ 主な歳入科目の割合

県税

地方交付税 国庫支出金

県債
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（イ）　不納欠損額

（単位：千円）

対前年度比

290,376 338,087 116.4%

4,400 3,378 76.8%

2,294 639 27.9%

22,732 31,641 139.2%

319,802 373,745 116.9%

（ウ）　収入未済額

（単位：千円）

対前年度比 区　　分 金　額 対前年度比

個人県民税 2,419,247 89.9%

5,687,024 4,189,474 73.7% 不動産取得税 582,670 90.7%

軽油引取税 582,233 105.4%

児童措置費負担金 40,838 99.9%

42,368 42,406 100.1% 児童福祉総務費負担金 1,568 105.4%

高等学校使用料 6,579 95.6%

15,509 13,395 86.4% 河川使用料 5,896 85.1%

漁港使用料 628 123.7%

その他弁償金 130,517 98.8%

665,707 651,442 97.9% 雑収 124,747 92.4%

戻入金及び返還金 123,674 95.7%

6,410,608 4,896,717 76.4%

合 計

科 目

諸 収 入

主　　　な　　　も　　　の

個人県民税　257,847-　不動産取得税　22,681-
自動車税　21,854-　 法人事業税　16,915-

児童措置費負担金　3,306-
児童福祉総務費負担金　72-

高等学校使用料　308-　道路使用料　286-
河川使用料　27-　海岸使用料　18-

延滞金　21,472-　戻入金及び返還金　4,360-
重加算金　3,518-　行政代執行弁償金　971-

主　　　　　な　　　　　も　　　　　の科 目

県 税

分担金及び負担金

使用料及び手数料

諸 収 入

３年度２年度

３年度

合 計

分担金及び負担金

県 税

使用料及び手数料

２年度
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 エ　歳出決算の状況

（ア）　歳出目的別・性質別決算額

　　 　　　歳出全体で，対前年度比112.8％に増加した。

○　総務費は，減債基金積立金の増などにより，対前年度比140.8％に増加した。

○　衛生費は，新型コロナウイルス感染症に係る県の要請に応じた飲食店に対する協力支援金の

　支給額の増などにより，対前年度比180.4％に増加した。

○　商工費は，新型コロナウイルス感染症対策支援事業などにより，対前年度比113.9％

　に増加した。

○　土木費は，緊急砂防費等の減などにより，対前年度比97.0％に減少した。

○　公債費は，臨時財政対策債の償還方法の見直しなどにより，対前年度比104.4％に増加した。

○　諸支出金は，交付金算出の基準となる都道府県間清算後の地方消費税の増などにより，

　対前年度比102.9％に増加した。

　＜目的別＞ （単位：千円）

対前年度比

1,927,972 1,972,320

(0.2%) (0.1%)

66,381,009 93,482,092

(5.7%) (7.1%)

141,113,276 142,048,194

(12.1%) (10.8%)

132,829,586 239,638,107

(11.3%) (18.2%)

2,700,839 2,787,902

(0.2%) (0.2%)

33,374,742 30,981,777

(2.9%) (2.3%)

97,805,735 111,376,481

(8.4%) (8.4%)

119,344,715 115,707,431

(10.2%) (8.8%)

61,939,190 61,501,712

(5.3%) (4.7%)

187,754,940 185,741,364

(16.0%) (14.1%)

29,745,594 28,289,925

(2.5%) (2.1%)

140,321,303 146,499,802

(12.0%) (11.1%)

155,234,606 159,805,823

(13.3%) (12.1%)

0 0

(0.0%) (0.0%)

1,170,473,507 1,319,832,930

(100.0%) (100.0%)

　

112.8%

民 生 費

6,178,499

4,571,217

0

※　下段（　　）は，構成比を示す。

諸 支 出 金

予 備 費

一般会計歳出合計

102.9%

－

差引額

労 働 費

149,359,423

△1,455,669

87,063

△2,392,965

13,570,746

２年度 ３年度

警 察 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

99.3%

98.9%

95.1%

104.4%

土 木 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

44,348

27,101,083

934,918

106,808,521衛 生 費

議 会 費

総 務 費

97.0%

92.8%

△3,637,284

△437,478

△2,013,576

102.3%

140.8%

100.7%

180.4%

103.2%

113.9%
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その他
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民生・衛生費

総務費

＜図：５＞ 歳出決算における目的別構成比
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　＜性質別＞ （単位：千円）

235,428,413 230,890,539

(20.1%) (17.5%)

21,944,225 22,274,398

(1.9%) (1.7%)

139,664,017 145,879,719

(11.9%) (11.1%)

397,036,655 399,044,656

(33.9%) (30.2%)

132,741,765 134,787,458

(11.3%) (10.2%)

34,012,453 31,296,156

(2.9%) (2.4%)

166,754,218 166,083,614

(14.2%) (12.6%)

35,288,920 61,256,197

(3.0%) (4.6%)

11,387,310 10,477,181

(1.0%) (0.8%)

453,294,589 545,725,321

(38.7%) (41.3%)

17,669,487 46,492,562

(1.5%) (3.5%)

1,561,691 1,046,871

(0.1%) (0.1%)

72,682,886 74,508,750

(6.2%) (5.6%)

14,797,751 15,197,778

(1.3%) (1.2%)

606,682,634 754,704,660

(51.8%) (57.2%)

1,170,473,507 1,319,832,930

(100.0%) (100.0%)
112.8%

263.1%

67.0%

102.7%

102.5%

補 助 費 等

公 債 費

（ 小 計 ）

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

維 持 補 修 費

積 立 金

100.5%

120.4%

92.0%

98.1%

101.5%

104.5%

92.0%

対前年度比

101.5%

99.6%

※　下段（　　）は，構成比を示す。

（ 小 計 ）

物 件 費

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

124.4%

投
資
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

173.6%

（ 小 計 ）

２年度 ３年度

一 般 会 計 歳 出 合 計

義
務
的
経
費

人 件 費

扶 助 費

57.2%51.8%
44.2%45.1%46.7%

12.6%
14.2%

15.1%11.6%9.2%

30.2%33.9%
40.7%43.3%44.1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

３年度２年度元年度３０年度２９年度

＜図：６＞ 歳出決算における性質別構成比

義務的経費

投資的経費

その他の経費
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（イ）　事業繰越額

対前年度比

総 務 費 2,973,720 2,825,768 95.0%

民 生 費 673,269 386,443 57.4%

衛 生 費 23,977,451 33,683,082 140.5%

労 働 費 10,000 13,354 133.5%

農林水産業費 14,345,128 14,315,103 99.8%

商 工 費 11,151,950 21,625,779 193.9%

土 木 費 73,828,337 87,889,867 119.0%

警 察 費 0 18,559 皆増

教 育 費 5,006,648 982,324 19.6%

災 害 復 旧 費 35,193,095 34,522,690 98.1%

合 計 167,159,598 196,262,969 117.4%

（ウ）　不用額

対前年度比

議 会 費 73,379 90,742 123.7%

総 務 費 4,197,750 4,911,668 117.0%

民 生 費 5,277,259 2,927,368 55.5%

衛 生 費 6,588,180 26,659,017 404.6%

労 働 費 150,612 220,744 146.6%

農林水産業費 3,361,898 3,570,230 106.2%

商 工 費 5,014,266 4,771,768 95.2%

土 木 費 6,913,371 3,615,194 52.3%

警 察 費 366,054 338,308 92.4%

教 育 費 6,336,496 3,935,372 62.1%

災 害 復 旧 費 1,386,341 2,334,878 168.4%

公 債 費 345,932 159,130 46.0%

諸 支 出 金 119,465 621,276 520.0%

予 備 費 550,231 964,723 175.3%

合 計 40,681,234 55,120,418 135.5%

街路事業費　912,387-

（単位：千円）

主　　　　　　な　　　　　　も　　　　　　の

（単位：千円）

主　　　　　　な　　　　　　も　　　　　　の

溜池等整備事業費　2,691,098-

砂防激甚災害対策特別事業費　13,474,653-

過年発生災害土木施設復旧費　17,839,719-

社会福祉施設整備費補助金　250,644-

就職支援対策費　13,354-

家畜保健衛生費　1,855,209-

中小企業振興費　3,177,934-

３年度

社会福祉総務費　738,577-

予防費　17,733,619-

議会費　68,271-

予備費　964,723-

学校教育指導費　313,758-

感染症予防対策費　33,377,595-

サッカースタジアム等整備事業費　2,084,177-

２年度

２年度 ３年度

土木施設災害復旧費　1,283,484-

観光客誘致促進費　17,069,865-

財産管理費　13,271-

警察本部費　125,625-

高等学校管理費　1,000,338-

公債諸費　129,128-

一般管理費　1,681,708-

雇用対策事業費　95,484-

軽油引取税交付金　394,654-

報酬，報償費

1.4%

給料，職員手当等，

共済費 5.4% 旅費

1.6%
需用費

3.0%
役務費

0.8%

委託料

23.5%

使用料及び賃借料

0.7%

工事請負費

9.2%

負担金，補助

及び交付金

44.7%

扶助費

1.0%

償還金，利子

及び割引料

2.1%

その他

6.9%

３年度計

54,155,695千円

(注)このグラフには，

予備費を含まない。

＜図：７＞
主な不用額の状況＜節別＞
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（２）　特別会計の決算

　ア　会計別収支状況

　　 　収入全体で対前年度比99.0％，支出全体で対前年度比99.7％に減少した。

○　公債管理特別会計については，収入は，借換債の減などにより対前年度比94.5％

　に減少し，支出も，県債償還元金の減などにより，対前年度比94.5％に減少した。

○　国民健康保険事業費特別会計については，収入は，前年度繰越金の増などにより

　対前年度比100.8％に増加し，支出も，療養給付費負担金償還金の増などにより，

　対前年度比102.5％に増加した。　

○　港湾特別整備事業費特別会計については，収入は，土地売払収入の増などにより対前年度比

　159.7％に増加し，支出も公債費償還額の増などにより，対前年度比162.5％に増加した。　

○　県営住宅事業費特別会計については，収入は，国庫支出金及び繰入金の増などにより

　対前年度比121.9％に増加し，支出も，建設費の増などにより，対前年度比128.5％に増加した。　

（単位：千円）

① ② ③=①-② ④ ⑤=③-④ 

(2,327,118) (61.5%) (2,287,388) (61.3%) (39,730) (0) (39,730) (74.2%)

2,358,475 101.3% 2,316,746 101.3% 41,729 0 41,729 105.0%

(562,852) (98.0%) (551,878) (97.7%) (10,974) (0) (10,974) (113.8%)

569,137 101.1% 558,502 101.2% 10,635 0 10,635 96.9%

(279,797,222) (101.3%) (279,797,222) (101.3%) (0) (0) (0) (－)

264,345,340 94.5% 264,345,340 94.5% 0 0 0 －

(694,046) (89.4%) (339,120) (115.7%) (354,926) (0) (354,926) (73.4%)

556,875 80.2% 269,155 79.4% 287,720 0 287,720 81.1%

(251,169,648) (97.8%) (237,032,324) (95.7%) (14,137,324) (0) (14,137,324) (155.1%)

253,083,721 100.8% 242,950,256 102.5% 10,133,465 0 10,133,465 71.7%

(1,965,673) (102.9%) (873,573) (106.8%) (1,092,100) (0) (1,092,100) (100.0%)

1,814,023 92.3% 528,562 60.5% 1,285,461 0 1,285,461 117.7%

(90,592) (92.8%) (4,650) (55.0%) (85,942) (0) (85,942) (96.4%)

87,509 96.6% 14,466 311.1% 73,043 0 73,043 85.0%

(709,929) (95.4%) (643,827) (95.7%) (66,102) (0) (66,102) (92.2%)

819,929 115.5% 649,081 100.8% 170,848 0 170,848 258.5%

(11,216,785) (85.3%) (10,859,215) (88.3%) (357,570) (65,117) (292,453) (33.9%)

17,913,006 159.7% 17,643,060 162.5% 269,946 114,681 155,265 53.1%

(5,212,493) (90.5%) (4,842,239) (100.7%) (370,254) (254,197) (116,057) (12.2%)

6,354,244 121.9% 6,222,436 128.5% 131,808 22,219 109,589 94.4%

(4,788,640) (104.8%) (241,986) (107.0%) (4,546,654) (0) (4,546,654) (104.7%)

4,941,447 103.2% 309,488 127.9% 4,631,959 0 4,631,959 101.9%

(558,534,998) (99.0%) (537,473,424) (98.2%) (21,061,574) (319,314) (20,742,260) (121.5%)

552,843,707 99.0% 535,807,094 99.7% 17,036,613 136,900 16,899,713 81.5%

※　上段（　　）は，前年度の状況を示す。

収入済額 支出済額
収入支出
差 引 額

翌 年 度
繰越財源

実質収支額

対前年度比 対前年度比 対前年度比

証 紙 等

管 理 事 務 費

公 債 管 理

母 子 ・ 父 子 ・
寡婦福祉資金

国 民 健 康
保 険 事 業 費

中 小 企 業
支 援 資 金

特 別 会 計
合 計

農 林 水 産
振 興 資 金

県 営 林
事 業 費

港 湾 特 別
整 備 事 業 費

県 営 住 宅
事 業 費

高 等 学 校 等
奨 学 金
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　イ　収入未済額

対前年度比

管 理 事 務 費 1,245 0 皆減

母 子 ・ 父 子 ・
寡 婦 福 祉 資 金

115,073 111,128 96.6% 貸付金元利収入　108,398-

中 小 企 業
支 援 資 金

1,184,476 1,159,610 97.9% 貸付金元利収入　1,159,610-

農 林 水 産
振 興 資 金

18,742 17,176 91.6% 違約金及び延納利息　17,176-

港 湾 特 別
整 備 事 業 費

5,151 3,298 64.0% 港湾使用料　3,212-

県 営 住 宅
事 業 費

82,390 64,917 78.8% 住宅使用料　64,664-

高 等 学 校 等
奨 学 金

72,382 64,147 88.6% 貸出金償還金　63,407-

合 計 1,479,459 1,420,276 96.0%

　ウ　事業繰越額

対前年度比

県 営 林
事 業 費

151,744 153,078 100.9% 木材生産事業費　153,078-

港 湾 特 別
整 備 事 業 費

2,654,217 1,971,681 74.3% 広島港・臨海土地造成事業費　1,437,933-

県 営 住 宅
事 業 費

1,599,992 290,106 18.1% 住宅建設費　290,106-

合 計 4,405,953 2,414,865 54.8%

　エ　不用額

対前年度比

証 紙 等 218,612 428,254 195.9% 自動車税及び自動車取得税　428,120-

管 理 事 務 費 48,170 52,078 108.1% 購買費　26,657-

公 債 管 理 266,200 47,776 17.9% 公債諸費　47,774-

母 子 ・ 父 子 ・
寡 婦 福 祉 資 金

193,270 181,608 94.0% 母子・父子・寡婦福祉費　181,608-

国 民 健 康
保 険 事 業 費

9,276,759 9,403,082 101.4% 予備費　5,175,957-

中 小 企 業
支 援 資 金

4,691 68,784 1,466.3% 公債費　41,637-

農 林 水 産
振 興 資 金

1,524 1,254 82.2% 業務管理費　1,254-

県 営 林
事 業 費

8,387 4,804 57.3% 経営事業費　4,802-

港 湾 特 別
整 備 事 業 費

203,630 294,019 144.4% 公債費　83,418-

県 営 住 宅
事 業 費

102,536 133,553 130.2% 住宅管理費　102,057-

高 等 学 校 等
奨 学 金

59,757 45,779 76.6% 高等学校等奨学金　45,779-

合 計 10,383,536 10,660,991 102.7%

（単位：千円）

（単位：千円）

主　　　な　　　も　　　の

主　　　な　　　も　　　の

３年度２年度

２年度

２年度 ３年度

（単位：千円）

主　　　な　　　も　　　の

３年度
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